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河川大規模災害関連事業の拡充

○ 近年、気候変動の影響により水害が激甚化・頻発化しており、毎年のように堤防の決壊や越水
等による甚大な浸水被害が発生しているところ。

○ 被災箇所の原形復旧のみでは再度災害防止が図られない場合、改良復旧の実施が必要となる。
災害関連事業の総工事費に占める改良復旧の割合に関わらず事業を実施できるよう、基準等の
見直しを実施することで、改良復旧工事を加速させ、早期の再度災害防止を図る。

背景・課題 新たな制度による対応

堤防決壊に至らずとも、堤防の欠損や越水等により家屋等の一般被害が激
甚であった場合において、災害関連事業の総工事費に占める改良復旧の割
合に関わらず事業を実施できるよう、基準等を見直し。

・近年、気候変動の影響により水害が激甚化・頻発化しており、毎
年のように堤防の決壊や越水等による甚大な浸水被害が発生。

・河川整備水準を大きく上回る大規模な洪水が発生した河川におい
ては、再度災害防止のため、原形復旧に加え改良復旧を実施して
いるが、堤防が決壊した場合を除き、総工事費に占める改良復旧
の工事費の割合は、９割程度を越えない範囲に限定している。

■令和６年７月２５日からの大雨 ・被害状況（最上川水系 最上川）

観測史上１位を記録

レーダー雨量（72時間）
（令和6年7月24日1時～7月27日1時）

瀬見 400.0mm
（観測史上1位）
※7月の平年値241.6mm

せみ

差首鍋 444.0mm
（観測史上1位）
※7月の平年値339.7mm

さすなべ

新庄 403.5mm
（観測史上1位）
※7月の平年値219.6mm

しんじょう

■令和５年７月１０日からの大雨

・被害状況（筑後川水系 巨瀬川）

福岡県久留米市北野町付近

■令和３年８月１１日からの大雨

・被害状況（六角川水系 六角川、牛津川）

筑後川水系巨瀬川では、越水等によ
り、床上浸水1,050戸、床下浸水2,131
戸、浸水面積約1,690haの甚大な被害
が発生。

最上川水系最上川では、越水等によ
り、床上浸水194戸、床下浸水196戸、
浸水面積約1,640haの甚大な被害が
発生。

六角川水系六角川及び牛津川では、
越水等により、流域全体で床上浸水
1,248戸、床下浸水2,059戸、浸水面積
約5,400haの甚大な被害が発生。

佐賀県大町町福母地区付近

近年の大規模な災害

山形県戸沢村蔵岡地区付近

対象事業

拡充内容

事業名：河川大規模災害関連事業

事業主体：国

国庫負担率：2/3等
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流域水害対策計画の作成支援

・

○令和６年７月、大和川流域で全国初の貯留機能保全区域の指定がなされるなど、特定
都市河川における流域の取組は、今後より一層期待されるところ。

○流域治水の更なる推進を図るため、流域関係者による合意形成を進めながら、流域水
害対策計画の実効性を高める取組に支援する。

・令和６年７月に、奈良県が大和川流域において、全国で
初めて特定都市河川浸水被害対策法に基づく貯留機能
保全区域を指定。

・流域の被害最小化に向けては、河川整備の加速化に加え、

▶低平地の開発抑制による被害対象の減少
▶対象沿川の土地が有する保水・遊水機能を保全・活用
した流域における対策の推進

など、流域の関係者が一体となった取組を全国で推進す
ることが重要。

・一方で、流域の関係者の更なる取組を促進するためには、
地域における合意形成を進め、流域水害対策計画に基
づく取組の実効性を高めることが必要。

・流域水害対策計画に基づく取組の実効性を高めるため
には、計画策定後、目標達成に向けた対策の具体化や
合意形成を進めることが重要であり、早期の関係者合
意形成を図るため、これらの取組に対して計画策定か
ら５年以内に限り、新たな支援を実施。

＜特定都市河川浸水被害対策法に基づく対策実施の流れ＞

背景・課題 新たな制度による対応

流域水害対策
計画の策定

(特定都市河川浸水
被害対策推進事業)

各主体による
流域対策の実施

(特定都市河川浸水被
害対策推進事業 等)

流域対策の具体化や合意形成に
必要となる調査・検討※

＜例＞
・貯留機能保全区域指定のための
調査・検討

・浸水被害防止区域指定のための
調査・検討

・雨水貯留浸透施設の整備のため
の調査・検討

新規支援

対象事業

拡充内容

事業名：特定都市河川浸水被害対策推進事業（補助）

事業主体：都道府県

国庫負担率：1/2等

貯留機能保全区域の記念碑
（奈良県川西町）

R6.7.30 奈良県知事定例記者会見

（左）川西町長 （右）田原本町長
（中）奈良県知事 ※流域対策と併せて実施することで効果が促進されるソフト対策についても支援 ３



税制特例措置の延長（貯留機能保全区域に関する税制）

施策の背景

要望の概要

特例措置の内容

結 果

【固定資産税・都市計画税】

貯留機能保全区域の指定を受けた土地について、課税標準を３年間、２／３～５／６の範囲内において市町村の
条例で定める
割合とする （参酌基準：３／４）。

現行の措置を３年間（令和７年４月１日～令和１０年３月３１日）延長する。

○都市浸水の拡大を抑制し、流域内の治水安全度の向上を
図る上で、河川に

隣接する低地等（河川の氾濫に伴い浸入した水又は雨水を
一時的に貯留する機能を有する土地）の区域の保全が重要。

○特定都市河川浸水被害対策法に基づき指定された河川の
流域において、

洪水・雨水の貯留機能を有する土地を「貯留機能保全区域」
として指定し、
盛土等の貯留機能を阻害する行為を抑制。

○区域指定に当たって必要な土地所有者の同意を得るための、
インセンティブとなる負担軽減措置が必要。

○都市浸水の拡大を抑制する効用があると認められる土地を貯留機能保全区域として指定した場合における固定資産税等の
特例措置を３年間延長する。

洪水・雨水の貯留機能を有する土地を
「貯留機能保全区域」として指定

（貯留機能保全区域のイメージ図） （貯留機能を有する土地の例）

貯留機能を
有する土地
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緊急浚渫推進事業債の延長（総務省）

（参考）緊急浚渫推進事業債 ＜令和７年度～令和１１年度＞

一般財源元利償還金の70％を地方交付税措置

地方債充当率100％

○ 河川等の浚渫（堆積土砂の撤去等）により、効果的・効率的な水害の未然防止につながっているところであるが、緊急的に

浚渫を実施すべき箇所は未だに数多く残っており、浚渫事業の必要性が高い状況が継続している

○ このため、「緊急浚渫推進事業債」について、特例措置の期間を令和１１年度まで５年間延長（地方財政法を改正）

河川、ダム、砂防に係る浚渫 （水管理・国土保全局関係）

※１ この他の対象事業として、治山、防災重点農業用ため池等、農業用排水路がある。

※２ 浚渫には、土砂等の除去・処分、樹木伐採等を含む

※３ 各施設に係る浚渫について、国土交通省等より対策の優先順位に係る基準を地方団体に対して示した上で、各地方団体において各施設
の個別計画に緊急的に実施する箇所を位置付け

令和７年度～令和１１年度（５年間）

２．地方財政措置

１．対象事業

地方債充当率：１００％

元利償還金に対する交付税措置率：７０％

３．事業期間

４．事業費 １，１００億円

（施工前） （施工後）
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【参考】水災害リスク情報の空白域の解消

×
×

■水害リスク情報の空白域において浸水被害が多発

○ 近年、中小河川等の水害リスク情報の提供を行っていない「水害リスク情報の空白域」で多くの浸水被害が発生。
○ 水害リスク情報の空白域を解消し、円滑かつ迅速な避難等を促進するため、水防法を改正し、浸水想定区域図及び
ハザードマップの作成・公表の対象を全ての一級・二級河川や海岸、下水道※に拡大。

○ 洪水及び高潮浸水想定区域図は令和７年度までに完了を目指し、雨水出水浸水想定区域図は令和７年度までに
約８００団体完了を目指す。

■水防法を改正し、浸水想定区域の指定対象を拡大

※「全ての一級・二級河川や海岸、下水道」とは、住宅等の防護対象のある全ての一級・二級河川や海岸、浸水対策を目的として整備された全ての下水道のこと。

・令和元年東日本台風では、堤防が決壊した７１河川のうち４３河川（約６
割）、内水氾濫による浸水被害が発生した１３５市区町村のうち１２６市区
町村（約９割）が水害リスク情報の空白域。

水害リスク情報空白域
における浸水被害

中心市街地の浸水
（令和元年8月の前線に伴う大雨）

佐賀県佐賀市

水害リスク情報の空白域における水害事例

宮城県丸森町

丸森町（字神明南地内）の被災状況
（令和元年東日本台風）

まるもりまち あざしんめいみなみちない

洪

水

浸水想定区域図 ハザードマップ

洪 水（河川）

令和７年度までに完了※

令和８年度までに完了目標

高 潮（海岸）

浸水想定区域図作成後速やかに作成
雨水出水（下水道） 令和７年度までに約８００団体完了※

・河川（洪水浸水想定区域）では約１５，０００河川、下水道（雨水出水浸水想定
区域）では約１，１００団体、高潮(高潮浸水想定区域)では５９沿岸が新たに
指定対象として追加。

凡例
×：人的被害

※ 第５次社会資本整備重点計画KPIに位置付け

高

潮

浸水想定区域（洪水、雨水出水、高潮）の指定対象数

雨
水
出
水

１２沿岸 ５９沿岸

■今後の取組 ： 地域ごとの浸水特性に係る時系列情報の充実
令和７年度より内外水一体となった時系列の氾濫プロセスの分析及びそれを踏まえたハザード情報の提示方法の調査・検討 ６



立地適正化計画の作成推進に向けた取組

７



事前防災・事前復興まちづくりの推進向けた取組

８



安全な地域への移転促進向けた取組

９



事前防災・事前復興まちづくりの推進向けた取組
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「NIPPON防災資産」認証制度の創設
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NIPPON防災資産の認定制度の創設

○ 内閣府、国土交通省では、地域で発生した災害の状況を分かりやすく伝える施設や災害の教訓を伝承する活動※などを「NIPPON防災資産」として認定する制度を新
たに創設（令和６年５月）。［内閣府特命担当大臣（防災）、国土交通大臣が認定］

○ 認定された防災資産を通じて、住民の方々が過去の災害の教訓や今後の備えを理解することで、災害リスクを自分事化し、主体的な避難行動や地域に
貢献する防災行動につなげていく。

国土交通省では、昨今の気候変動の影響による水災害の激甚化・頻発
化を受け、 あらゆる関係者が協働して水災害対策を行う流域治水を推進
しています。水災害から命を守り、被害を最小化するためには、河川整備
などのハード対策や防災情報の提供などのソフト対策に加え、住民おひと
り、おひとりが水災害リスクを「自分事」として考え、主体的な避難行動や
防災行動をとっていただくことが重要です。
こうした観点から、「地域で発生した災害の状況をわかりやすく伝える施
設」や 「災害の教訓を伝承する語り部といった活動※」などを、「NIPPON
防災資産」として認定することとしました（令和6年5月に創設）。

認定制度の概要

認定事例（令和6年9月5日公表）

令和6年9月に第1回となる認証式が行われ、有用事例11件、認定11件の計22件が
新しく防災資産に認定。
四国では、「四国防災八十八話マップ」、「黒潮町防災ツーリズム」、「乙亥会館災害伝
承展示室」の3件が認定。
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流域治水オフィシャルサポータの募集について
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内外水統合型の水害リスクマップについて

○国や都道府県では、これまで水防法に基づき住民等の迅速かつ円滑な避難に活用する水害リスク情報として、想定最大規模降雨を
対象とした「洪水浸水想定区域図」を作成し公表してきました。

○国土交通省では、これに加えて、土地利用や住まい方の工夫、水災害リスクを踏まえた防災まちづくりの検討及び企業の立地選択な
ど、流域治水の取組を推進するため、比較的発生頻度が高い降雨規模も含めた複数の降雨規模毎に作成した直轄河川管理区間か
らの氾濫と下水道等からの内水氾濫を考慮した、浸水想定図（「多段階の浸水想定図」）とそれらを重ね合わせて、浸水範囲と浸水頻
度の関係を図示した「水害リスクマップ」を令和7年度末を目標に吉野川水系では作成・公表予定。

○令和7年度においては、関係市町に対して作成したリスクマップの妥当性について確認を行う予定。

【多段階の浸水想定図】 【水害リスクマップ】

➢ 想定最大規模に加え、高頻度から中頻度で発生する降雨
規模毎（1/10、1/30、1/50、1/100、河川整備の計画規模
（1/150又は1/200）に作成した浸水想定図。

➢ 多段階の浸水想定図を用いて、降雨規模毎の浸水範囲を浸
水深毎（0.0m以上、0.5m以上（床上浸水）、3.0m以上（1階居
室浸水））に重ね合わせて作成した図面。

1/150

1/100

1/50

1/30

1/10

凡例
高頻度（１/１０）

中高頻度（１/３０）

中頻度（１/５０）

中低頻度（１/１００）

低頻度（１/１５０）

想定最大規模

浸水深５０cm以上の範囲を明示
（床上浸水相当以上）
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洪水浸水想定区域と水害リスクマップの違い

凡例
高頻度（１/１０）

中高頻度（１/３０）

中頻度（１/５０）

中低頻度（１/１００）

低頻度（１/１５０）

想定最大規模

浸水深●cm以上の

浸水頻度は中低頻度

想定最規模の洪水時の

浸水深は3.0m～5.0m未満

浸水想定区域図（H28公表） ハザード 水害リスクマップ（R4公表）

浸水範囲、浸水深（ｍ） 表す情報 浸水範囲、浸水頻度（○年1度程度）

避難行動 主な用途 防災まちづくり、企業立地選択等

想定される最大規模の降雨 降雨条件 発生頻度の異なる降雨

現在 河道の時点 現在

○洪水浸水想定区域図は、最悪の事態を想定して命を守るという観点から、避難が必要となる場所と安全な場所を把握する
ことを目的としている。

○水害リスクマップでは、降雨の発生確率毎の浸水範囲を表示することで、中小規模でも比較的浸水しやすい場所が
把握可能。

浸水深●cm以上の

浸水頻度は高頻度
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水害リスクマップの見方・活用例

⇒【土地利用や住まい方の工夫に利用する場合】
居住スペースや１階をピロティ構造にするなど、建築構造の参考にするなどの活用が考えられる。

⇒【企業立地選択等に利用する場合】
浸水頻度の高い場所への施設の立地を避けるほか、浸水確率を踏まえて事業継続に必要な資機材を２階以上に移動する、

止水壁を設置するといった対策の検討に活用することが考えられる。

⇒【水災害リスクを踏まえたまちづくり、避難所設置に利用する場合】
立地適正化計画における防災指針の検討・作成への活用などが考えられる。

３つの図を並べて見比べる

①浸水する範囲 ②浸水深５０cm以上
（床上浸水相当以上）

③浸水深３m以上
（1階居室浸水相当以上）

凡例
高頻度（１/１０）

中高頻度（１/３０）

中頻度（１/５０）

中低頻度（１/１００）

低頻度（１/１５０）

想定最大規模

浸水深50cm以上の
浸水頻度は中低頻度

中高頻度で浸水
浸水深3m以上の
浸水は発生しない

水害リスクマップの味方・活用例

○水害リスクマップでは、降雨の発生確率ごとの浸水範囲を表示することで、中小規模の洪水でも比較的浸水しや
すい場所が把握可能。
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最大浸水範囲
を確認

各規模毎の浸水深
を確認水害リスクマップ

各規模毎の浸水

による物的被害
状況を予想

最大規模の浸水

での人的被害
状況を予想

■水害版企業BCPの必要性

➢ 突発発生の地震と比べ、水害は発災までの時間が一定程度ある
ため、洪水予報の確認により事前に対応が可能。

■水害発生による企業への影響（R元年台風１９号の例）

➢ 2019年に発生した台風19号による長野県を流れる千曲川では堤防
が破堤し、広範囲にわたり浸水被害が発生

企業停滞の一例

長野県長野市の浸水状況

※出典：国土交通省「気候変動を踏まえた水災
害対策検討小委員会（第１回）」より

※出典：JICE「水害対応版BCP作成のポイント」より

■水害版企業BCPの策定

地形や浸水に関する情報の整理１ 企業や周辺での水害リスクの想定２

いつ、誰が対応するか整理３

水害版企業BCP（企業業務継続計画）の作成推進

○今後、気候変動の影響による豪雨の頻発化・激甚化により、いつ洪水浸水の被害が発生するか分からない状況
の中で、地震だけでなく水害により事業が中断しても可能な限り短時間で復旧する水害版企業事業継続計画
（BCP）の策定が重要。
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